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[事案 27-21]減額取消請求  

・平成 27年 12月 7日 裁定終了 

＜事案の概要＞ 

保険金額の減額時、内容の事前説明もなく、一方的にサインさせられたことなどを理由に、

減額の無効を求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

 平成 3年 11月に契約した定期保険特約付終身保険について、平成 24年 1月に保険金額を減

額したが、以下の理由により、減額を無効にしてほしい。 

(1)減額時、契約者貸付金額と保険金額の減額との関係について説明を受けることもなく、「こ

れしかない」と虚偽の説明を受けて減額手続をした。 

(2)その際、自分は、保険料の払込満了の意味を理解しておらず、契約者貸付金の元利合計額

や利息がどのくらいなのか知らなかったが、利息を支払うことは可能であり、保険金額を

減額して貸付金を弁済する必要はなかった。 

＜保険会社の主張＞ 

 以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)申立人の配偶者が、平成 23 年 11 月にコールセンターに保険料払込満了の意味を問い合わ

せて説明を受けており、減額手続の際も同席していることから、申立人は、配偶者を介し

て、その意味を理解していた。また、申立人側は、減額により貸付金を返済する方法を問

い合わせたうえで減額手続を行っていることなどから、減額について錯誤はなかった。 

(2)申立人は、減額後の契約内容が記載された減額・特約解約請求書を確認したうえで自署、

押印していることから、仮に錯誤があったとしても、重大な過失がある。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、申立人および申立人の配偶

者に対して、保険会社側の説明内容に不適切な点があったかどうかなど減額時の状況を把握す

るため事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

上記手続の結果、申立人が、減額手続の内容について誤解していたとは認められず、募集人

から特に減額手続を強制されたなどの事情もなく、その他保険会社に指摘すべき特段の個別事

情も見出せないことから、和解による解決の見込みがないと判断して、業務規程第 37 条にも

とづき手続を終了した。 

 

 


